
令和８年度第１回中間市都市計画審議会

【議案第１号～４号】

■議案第１号 北九州広域都市計画用途地域の変更（中間市決定）について

■議案第２号 北九州広域都市計画準防火地域の変更（中間市決定）について

■議案第３号 北九州広域都市計画地区計画の決定（中間市決定）について

（蓮花寺二丁目及び三丁目地区）

■議案第４号 北九州広域都市計画地区計画の決定（中間市決定）について

（岩瀬一丁目地区）

資料１



議案第１号

北九州広域都市計画用途地域の変更（中間市決定）について



■北九州広域都市計画用途地域の変更

指定場所等

中間市都市計画マスタープランにおける土地利用方針

指定目的

コミュニティ広場周辺は、 『中間市都市計画マスタープラン』 において、様々な都市機能の維持・誘導を図るととも

に、公共施設の再編等に伴う跡地の有効活用を図る区域として位置づけられている。

当該地区は、現在、図書館や体育館等の市の中枢を担う公共施設が集積しているが、施設の老朽化に伴い、廃止

や統廃合など、公共施設の再編に向けた取組が進んでいる。

再編にあたっては、他の施設との複合化により機能強化を図るとともに、民間との連携等によるさらなるにぎわ

いを創出する観点から、第一種住居地域から商業地域に変更するものである。

＜都市づくりの方針＞

◆中心拠点

・JR中間駅から筑豊電鉄通谷駅間の中心拠点は、本市の活力・にぎわいの中心地であり、商業施設や公共施設な

ど様々な都市機能が集積

・本市の活性化を牽引する拠点として、更なるにぎわい創出にむけ、様々な都市機能の維持・誘導、公共施設の

再編等に伴う跡地の有効活用、ハード・ソフトの一体的な事業を検討し、魅力向上を図る

◆土地利用の規制・誘導方針（土地利用調整区域（用途地域変更検討）

・公共施設や商業施設など都市機能が集積している筑豊電鉄通谷駅とＪＲ中間駅間の(都)御館通谷線の一部 沿

道は、本市のにぎわいの活力を担う中心拠点として、周辺住宅地などに配慮しながら、商業系用途地域へ変更

   するなど新たな拠点形成にむけた土地利用の規制・誘導を図る

・市営岩瀬南第１団地などについては、周辺住宅地に配慮しながら、土地の高度利用による居住環境の創出にむ

けた土地利用の規制・誘導を図る

◇所在地 ：コミュニティ広場周辺（中間市蓮花寺二・三丁目）、岩瀬南第一団地周辺（中間市岩瀬一丁目）

◇変更面積：約10ha

◇変更内容：コミュニティ広場周辺：第一種住居地域から商業地域へ変更

岩瀬南第一団地周辺：第二種低層住居専用地域から第一種住居地域へ変更
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岩瀬南第1団地周辺は、『中間市都市計画マスタープラン』において、土地の高度利用による居住環境を創出する

区域として位置づけられている。

当該地区は、既に耐用年数を迎えた、あるいは近い将来に耐用年数を迎える岩瀬南第１団地が立地しており、「中

間市第２期公営住宅長寿命化計画」に基づき、建替えに向けた検討を進めている。

建替えにあたっては、岩瀬南第２団地など周辺の市営住宅の集約・複合化を含め、高度利用を見据えた検討を進

めていることから、第二種低層住居専用地域から第一種住居地域に変更するものである。

全体図

岩瀬南第1団地周辺

コミュニティ広場周辺



変更区域の現況

【建物利用現況】

変更範囲の建物利用状況について、コミュニティ広場周辺は、文教厚生施設や官公庁施設等の公共公益系建物

の立地が多く、岩瀬南第1団地周辺は、住宅や共同住宅等の住居系建物の立地が多い状況である。

【土地利用現況】

変更範囲の土地利用状況について、コミュニティ広場周辺は、体育館や図書館等の公益施設用地としての利用が

多く、岩瀬南第1団地周辺は、市営住宅をはじめ住宅用地としての利用が多い状況である。

出典：令和4年度福岡県都市計画基礎調査

出典：令和4年度福岡県都市計画基礎調査
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岩瀬南第1団地周辺

コミュニティ広場周辺

岩瀬南第1団地周辺

コミュニティ広場周辺

③

【航空写真】

④

①

②

③ ④

出典：google マップ

① ②



用途地域の変更（新旧対照図） 用途地域別面積（新旧対照表）
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変更（指定）内容

■第二種低層住居専用地域から第一種住居地域（約5ha）

■第一種住居地域から商業地域（約5ｈａ）

変更前

変更後

変更（指定）内容

■第二種低層住居専用地域が約5ha減少

■第一種住居地域が約５ha減少、約５ha増加

■商業地域が約5ha増加

種類
面積

約（ha）
容積率 建ぺい率

外壁の
後退距離の

限度

建築物の
高さの限度

建築物の
敷地面積の
最低限度

第一種低層住居専用地域
188 60% 40% 1.0m 10m 165㎡

50 80% 50% 1.0m 10m 165㎡

小計 238

第二種低層住居専用地域
68 80% 50% ー 10m 165㎡

66 100% 60% ー 10m ー

小計 134

第一種中高層住居専用地域 127 200% 60% ー ー ー

第一種住居地域 383 200% 60% ー ー ー

準住居地域 3 200% 60% ー ー ー

近隣商業地域 28 200% 80% ー ー ー

商業地域
20 300% 80% ー ー ー

12 400% 80% ー ー ー

小計 32

準工業地域 23 200% 60% ー ー ー

工業専用地域 66 200% 60% ー ー ー

合計 1,034

種類
面積

約（ha）
容積率 建ぺい率

外壁の
後退距離の

限度

建築物の
高さの限度

建築物の
敷地面積の
最低限度

第一種低層住居専用地域
188 60% 40% 1.0m 10m 165㎡

50 80% 50% 1.0m 10m 165㎡

小計 238

第二種低層住居専用地域
68 80% 50% ー 10m 165㎡

61 100% 60% ー 10m ー

小計 129

第一種中高層住居専用地域 127 200% 60% ー ー ー

第一種住居地域 383 200% 60% ー ー ー

準住居地域 3 200% 60% ー ー ー

近隣商業地域 28 200% 80% ー ー ー

商業地域
20 300% 80% ー ー ー

17 400% 80% ー ー ー

小計 37

準工業地域 23 200% 60% ー ー ー

工業専用地域 66 200% 60% ー ー ー

合計 1,034

変更前

変更後



用途地域変更区域の境界図
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【コミュニティ広場周辺地区】 ※面積約5ha
◇用途地域の変更
・第一種住居地域（容積率：200％・建ぺい率：60％）

↓
・商業地域（容積率：400％・建ぺい率：80％）

E-F 道路中心線

F-G 見通し線

G-H 道路中心線

H-E 道路中心線

【岩瀬南第1団地周辺地区】 ※面積約5ha
◇用途地域の変更
・第二種低層住居専用地域（容積率：100％・建ぺい率：60％）

↓
・第一種住居地域（容積率：200％・建ぺい率：60％）

◇建築物の高さの限度
・10ｍ以下

↓
・なし

A-B 道路中心線

B-C 道路中心線

C-D 道路中心線

D-A 道路中心線



議案第２号

北九州広域都市計画準防火地域の変更（中間市決定）について



■北九州広域都市計画準防火地域の変更

指定場所等

中間市都市計画マスタープランにおける土地利用方針

指定目的

コミュニティ広場周辺は、 『中間市都市計画マスタープラン』 において、様々な都市機能の維持・誘導を図るととも

に、公共施設の再編等に伴う跡地の有効活用を図る区域として位置づけられている。

当該地区は、現在、図書館や体育館等の市の中枢を担う公共施設が集積しているが、施設の老朽化に伴い、廃止

や統廃合など、公共施設の再編に向けた取組が進んでいる。

今後、公共施設の再編や多様な都市機能の集積を図るに際し、地区内の建築物の不燃化・難燃化を促進し、市街地

における火災の延焼を防除するため、用途地域の変更とあわせ、準防火地域を変更するものである。

＜都市づくりの方針＞

◆中心拠点

・JR中間駅から筑豊電鉄通谷駅間の中心拠点は、本市の活力・にぎわいの中心地であり、商業施設や公共施設な

ど様々な都市機能が集積

・本市の活性化を牽引する拠点として、更なるにぎわい創出にむけ、様々な都市機能の維持・誘導、公共施設の

再編等に伴う跡地の有効活用、ハード・ソフトの一体的な事業を検討し、魅力向上を図る

◆土地利用の規制・誘導方針（土地利用調整区域（用途地域変更検討）

・公共施設や商業施設など都市機能が集積している筑豊電鉄通谷駅とＪＲ中間駅間の(都)御館通谷線の一部 沿

道は、本市のにぎわいの活力を担う中心拠点として、周辺住宅地などに配慮しながら、商業系用途地域へ変更

   するなど新たな拠点形成にむけた土地利用の規制・誘導を図る

◇所在地 ：コミュニティ広場周辺（中間市蓮花寺二・三丁目）

◇変更面積：約５ha

◇変更内容：コミュニティ広場周辺：準防火地域を変更

全体図
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コミュニティ広場周辺



指定区域の現況

【建物利用現況】

変更範囲の建物利用状況について、コミュニティ広場周辺は、文教厚生施設や官公庁施設等の公共公益系建物

の立地が多い状況である。

【土地利用現況】

変更範囲の土地利用状況について、コミュニティ広場周辺は、体育館や図書館等の公益施設用地としての利用

が多い状況である。

出典：令和4年度福岡県都市計画基礎調査

出典：令和4年度福岡県都市計画基礎調査

③

【航空写真】

②

①

②

④

出典：google マップ

③

①

④
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コミュニティ広場周辺

コミュニティ広場周辺



用途地域・準防火地域の変更（新旧対照図）

変更（指定）内容

■準防火地域の変更（約5ha）

用途地域別面積、準防火地域面積（新旧対照表）

種類
面積

約（ha）
容積率 建ぺい率

外壁の
後退距離の

限度

建築物の
高さの限度

建築物の
敷地面積の
最低限度

準防火地域 63 ー ー ー ー ー

種類
面積

約（ha）
容積率 建ぺい率

外壁の
後退距離の

限度

建築物の
高さの限度

建築物の
敷地面積の
最低限度

準防火地域 68 ー ー ー ー ー

変更前

変更後

変更前

変更後
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変更（指定）内容

■準防火地域が５ha増加



準防火地域変更区域の境界図
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【コミュニティ広場周辺地区】
※面積約5ha

◇準防火地域の変更
・63ｈａ

↓
・68ha

E-F 道路中心線

F-G 見通し線

G-H 道路中心線

H-E 道路中心線



議案第３号

北九州広域都市計画地区計画の決定（中間市決定）について

（蓮花寺二丁目及び三丁目地区）



■北九州広域都市計画蓮花寺二丁目及び三丁目地区地区計画の決定

指定場所等

中間市都市計画マスタープランにおける土地利用方針

指定目的

コミュニティ広場周辺は当該地区は、現在、市の中枢を担う公共施設が集積しているが、施設の老朽化に伴い、廃

止や統廃合など、公共施設の再編に向けた取組が進んでいる。

再編にあたっては、他の施設との複合化により機能強化を図るとともに、民間との連携等によるさらなるにぎわい

の創出、災害時において避難場所として機能するなど、多面的な拠点機能の充実が求められている。

現在は第一種住居地域に指定されているが、このままだと複合化による規模の拡大等が困難であることから、商

業地域に変更し、多様な機能を導入することで、さらなる利便性・拠点機能の向上を目指している。

一方、福岡県が定める「福岡県北九州都市圏都市計画区域マスタープラン」において、当該地区を含む筑豊電鉄通

谷駅/JR中間駅周辺が「拠点」に位置づけられており、身近な地域において都市機能の集積を図るものとし、立地可

能な商業施設等の床面積を10,000㎡以下としている。

以上の背景を踏まえ、県区域マスと整合性を図るとともに、周辺の市街地環境と調和を図りつつ、賑わいと交流

を創出する中間市の顔となる中心拠点の形成を図る観点から、地区計画を指定するものである。

＜都市づくりの方針＞

◆中心拠点

・JR中間駅から筑豊電鉄通谷駅間の中心拠点は、本市の活力・にぎわいの中心地であり、商業施設や公共施設な

ど様々な都市機能が集積

・本市の活性化を牽引する拠点として、更なるにぎわい創出にむけ、様々な都市機能の維持・誘導、公共施設の

再編等に伴う跡地の有効活用、ハード・ソフトの一体的な事業を検討し、魅力向上を図る

◆土地利用の規制・誘導方針（土地利用調整区域（用途地域変更検討）

・公共施設や商業施設など都市機能が集積している筑豊電鉄通谷駅とＪＲ中間駅間の(都)御館通谷線の一部 沿

道は、本市のにぎわいの活力を担う中心拠点として、周辺住宅地などに配慮しながら、商業系用途地域へ変更

   するなど新たな拠点形成にむけた土地利用の規制・誘導を図る

◇所在地 ：蓮花寺二丁目及び三丁目地区（中間市蓮花寺二丁目、三丁目の一部）

◇変更面積：約５ha

◇指定内容：蓮花寺二丁目及び三丁目地区：地区計画の指定

全体図
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蓮花寺二丁目及び三丁目地区



指定区域の現況

【建物利用現況】

変更範囲の建物利用状況について、蓮花寺二丁目及び三丁目地区は、文教厚生施設や官公庁施設等の公共公

益系建物の立地が多い状況である。

【土地利用現況】

変更範囲の土地利用状況について、蓮花寺二丁目及び三丁目地区は、体育館や図書館等の公益施設用地とし

ての利用が多い状況である。

出典：令和4年度福岡県都市計画基礎調査

出典：令和4年度福岡県都市計画基礎調査

蓮花寺二丁目及び三丁目地区

蓮花寺二丁目及び三丁目地区

③

【航空写真】

②

①

②

④

出典：google マップ

③

①

④
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地区計画の指定（新旧対照図）

変更（指定）内容

■蓮花寺二丁目及び三丁目地区地区計画の決定（約5.0ｈａ）

A地区4.4ha、B地区0.6ha

地区計画の指定内容

蓮花寺二丁目及び三丁目地区地区計画

変更前

変更後
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地区計画の目標
当地区は、市の中心拠点として高密度で多様な都市機能の集積を図る地区であることから、

これらの機能を充実させることを目標とする。

土地利用の方針

本市の活性化を牽引する拠点として、多様な都市機能の維持・誘導を図るとともに、良好な
市街地環境の形成・保全を図るため、当地区を次のように区分し、各地区の土地利用方針を
以下のように定める。
Ａ地区：公共施設の再編とあわせて多様な都市機能の維持・誘導を図る
Ｂ地区：既存の市街地環境の保全を図る

建築物等の整備の
方針

市の中心拠点として、必要な都市機能を有する施設の整備を図るとともに、周辺の住居系
地域の環境に配慮した建築物等の用途の制限を定める。

建
築
物
に
関
す
る
事
項

建築物の
用途の制限

蓮花寺二丁目及び三丁目地区地区計画

A地区（約4.4ha)

(1) 住宅
(2) 共同住宅、寄宿舎又は下宿
(3) 店舗、飲食店その他これらに類するものでその用
途に供する部分の床面積の合計が1,500㎡を超える
もの
(4) 学校
(5) 神社、寺院、教会その他これらに類するもの
(6) 病院
(7) 老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するも
の
(8) 老人福祉センターその他これに類するもの
(9) 自動車教習所
(10) マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券
発売所、場外車券売場その他これらに類する建築基準
法施行令(以下｢令｣という。)第130条の8の2第2項
で定めるもの
(11) ナイトクラブその他これに類する令第130条の
7の3で定めるもの
(12) キャバレー、料理店その他これらに類するもの
(13) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関す
る法律（昭和23年法律第122号）第2条第6項第1号
に該当する営業（以下、「個室付浴場業」という）に係る
公衆浴場その他これに類する令第130条の9の5で
定めるもの
(14) ボーリング場、スケート場、水泳場その他これら
に類する令第130条の6の2で定める用途に供する
建築物でその用途に供する部分の床面積の合計が
10,000㎡を超えるもの
(15) 劇場、映画館、演芸場若しくは観覧場又は展示
場、遊技場その他これらに類する用途に供する建築物
でその用途に供する部分(劇場、映画館、演芸場又は
観覧場の用途に供する部分にあっては、客席の部分に
限る。)の床面積の合計が10,000㎡を超えるもの
(16) 2以上の3号、14号又は15号に掲げる用途に
供する建築物が駐車場の施設を共用することにより
一体的な利用をするもので、これら2以上の建築物の
当該用途に供する部分の床面積の合計が10,000㎡
を超えるもの。
(17) 自動車車庫で床面積の合計が3,000㎡を超え
るもの
(18) 倉庫業を営む倉庫
(19) 工場(令第130条の5の2第3号又は第4号で
定めるもので2階以下の部分にあるものを除く) 
(20) 危険物の貯蔵、又は処理に供するもの（マッチ、
圧縮ガス、液化ガス若しくは可燃性ガス又は第一石油
類、第二石油類、第三石油類若しくは第四石油類を除
く）
(21) 農産物の生産、集荷、処理又は貯蔵に供するも
の
(22) 農業の生産資材の貯蔵に供するもの
(23) 畜舎

次の各号に掲げる建築物は建築してはならない。

B地区（約0.6ha)

(1) 工場(建築基準法施行令(以下｢令｣という。)第
130条の5の2第3号又は第4号で定めるもので2
階以下の部分にあたるものを除く) 
(2) キャバレー、料理店その他これらに類するもの
(3) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関す
る法律（昭和23年法律第122号）第2条第6項第1
号に該当する営業（以下、「個室付浴場業」という）に
係る公衆浴場その他これに類する政令第130条の
9の5で定めるもの
(4) 次のイからホまでのいずれかに掲げる用途に
供する建築物で、その用途に供する部分（劇場、映
画館、演芸場又は観覧場の用途に供する部分にあっ
ては、客席の部分に限る。)の床面積の合計が
10,000㎡を超えるもの（2以上のイからホまでの
いずれかに掲げる建築物が駐車場の施設を共用す
ることにより一体的な利用がされる場合には、これ
ら2以上の建築物の当該用途に供する部分の床面
積を合計するものとする。）
イ 店舗、飲食店その他これらに類するもの
ロ マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券
発売所、場外車券売場その他これらに類する令第
130条の8の2第2項で定めるもの
ハ ナイトクラブその他これに類する令第130条の7
の3で定めるもの
二 ボーリング場、スケート場、水泳場その他これら
に類する令第130条の6の2で定めるもの
ホ 劇場、映画館、演芸場若しくは観覧場又は展示場、
遊技場その他これらに類するもの



地区計画指定区域の境界図
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E-F 道路中心線

F-G 道路中心線

G-H 見通し線

H-I 道路中心線

I-F 道路中心線

I-J 道路中心線

J-K 筆界線

K-L 筆界線

L-M 筆界線

M-J 道路中心線

M-N 道路中心線

N-E 道路中心線

【蓮花寺二丁目及び三丁目地区】 ※面積約5ha

◇地区計画の指定

E

F

G

H

I

J

KL

MN



議案第４号

北九州広域都市計画地区計画の決定（中間市決定）について

（岩瀬一丁目地区）



■北九州広域都市計画岩瀬瀬一丁目地区地区計画の決定

指定場所等

中間市都市計画マスタープランにおける土地利用方針

指定目的

当該地区は、既に耐用年数を超過した市営住宅が立地しており、「中間市第２期公営住宅長寿命化計画」に基づき、

建替えに向けた取組が進んでいる。

建替えにあたっては、浸水想定区域に立地する市営住宅など、老朽化の進行や水害に対するリスク等の様々な課

題を抱える周辺の住宅団地の集約・複合化を見据え、高度利用を図りつつも、周辺の住環境に影響を及ぼすおそれ

のある施設については、建築物の用途の制限を定めるなど、良好な住環境を保全する観点から、地区計画を指定す

るものである。

＜都市づくりの方針＞

◆土地利用の規制・誘導方針（土地利用調整区域（用途地域変更検討）

・岩瀬南第１団地などについては、周辺住宅地に配慮しながら、土地の高度利用による居住環境の創出にむ

けた土地利用の規制・誘導を図る

◇所在地 ：岩瀬一丁目地区（中間市岩瀬一丁目の一部）

◇変更面積：約5ha

◇変更内容：岩瀬一丁目地区：地区計画の指定

全体図
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岩瀬一丁目地区

差し替え



指定区域の現況

【建物利用現況】

変更範囲の建物利用状況について、岩瀬一丁目地区は、住宅や共同住宅等の住居系建物の立地が多い状況で

ある。

【土地利用現況】

変更範囲の土地利用状況について、 岩瀬一丁目地区は、市営団地をはじめ住宅用地としての利用が多い状況

である。

出典：令和4年度福岡県都市計画基礎調査

出典：令和4年度福岡県都市計画基礎調査

①

【航空写真】

①

②

③

④

出典：google マップ

②

③ ④
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岩瀬一丁目地区

岩瀬一丁目地区



地区計画の指定（新旧対照図）

変更（指定）内容

■岩瀬一丁目地区地区計画の決定（約5.0ｈａ）

地区計画の指定内容

岩瀬一丁目地区地区計画変更前

変更後

20

地区計画の目標

本地区はＪＲ中間駅から北東約５００ｍに位置し、岩瀬南第１団地を
含む地域で、２階建ての市営団地や低層の戸建て住宅が分布している。
また、周辺には浸水想定区域に立地する箇所が多く、低層建築物に対
する建築制限などの課題を抱えている。
このような状況の下、本地区は中間市都市計画マスタープランにお

いて「周辺住宅地に配慮しながら、土地の高度利用による居住環境の
創出に向けた土地利用の規制・誘導を図る」と位置づけられている。
そこで本計画では、土地の高度利用を図るとともに、周辺の住環境

に影響を及ぼすおそれのある施設については建築物の用途を制限す
るなどして、良好な住環境の保全を目標とする。

区
域
の
整
備
・開
発
及
び
保
全
の
方
針

土地利用の方針

用途地域を第二種低層住居専用地域から第一種住居地域へ変更し、
中高層住宅を中心とした土地の高度利用を図る。
また、良好な住環境を保全する観点から、周辺に影響を及ぼすおそ

れのある施設については、適切な誘導を図る。

建築物等の整備の方針
良好な居住環境を保全するため、周辺環境に影響を及ぼすおそれの

ある建築物の用途の制限を定める。

建
築
物
に
関
す
る
事
項

建築物の
用途の制限

次の各号に掲げる建築物以外は建築してはならない。
（１）住宅
（２）住宅で事務所、店舗その他これらに類する用途を兼ねるものの

うち建築基準法施行令（以下「令」という。）第130条の3で定め
るもの

（３）共同住宅、寄宿舎又は下宿
（４）学校（大学、高等専門学校、専修学校及び各種学校を除く）、図書

館その他これらに類するもの
（５）神社、寺院、教会その他これらに類するもの
（６）老人ホーム、保育所、福祉ホームその他これらに類するもの

（７）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23
年法律第122号）第2条第6項第1号に該当する営業（以下、「個
室付浴場業」という）に係る公衆浴場その他これに類する令第
130条の9の5で定めるもの

（８）診療所
（９）巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する令第130条の4

で定める公益上必要な建築物
（10）店舗、飲食店その他これらに類する用途に供するもののうち令

第130条の5の2で定めるものでその用途に供する部分の床面
積の合計が150㎡以内のもの（3階以上の部分をその用途に供
するものを除く。）

（11）前各号の建築物に附属するもの（令第130条の5で定めるもの
を除く。）

岩瀬一丁目地区地区計画



地区計画指定区域の境界図
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A-B 道路中心線

B-C 道路中心線

C-D 道路中心線

D-A 道路中心線

【岩瀬一丁目地区】 ※面積約5ha

◇地区計画の指定
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